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周知・取組み事項一覧

○標準的な運賃

○「加工食品、飲料・酒」「建設資材」「紙・パルプ」

物流ガイドラインの策定

○「ホワイト物流」推進運動

○運転者職場環境良好度認証制度

（働きやすい職場認証制度）

○異常気象時における輸送の安全確保

○荷主等への働きかけ
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標準的な運賃について （告示：令和２年４月24日）

標準的な運賃は、ドライバーの労働条件（賃金・労働時間等）を改善し、持続的に事業を運営するための参考となる指標

元請け・下請けの関係 ⇒ 元請事業者の庸車費用等は考慮せず、 実運送にかかる原価等を基準に算出

車両費 ⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた車両への設備投資等ができるよう償却年数は５年で設定

人件費 ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、全産業平均の時間当たりの単価を基準

帰り荷の取扱い ⇒ 帰り荷がないことを前提に実車率50％の前提で算出。

利潤 ⇒ 事業の持続的な経営のために必要な利潤を確保する観点から、自己資本に対する適正な利潤額を設定

運賃表の基本 ⇒ 貸切運送を前提に（１）距離制、（２）時間制の運賃表を設定

車種等の違い ⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）にドライバン型のトラックを基準として算出

地域差 ⇒ 地方運輸局ブロック単位で運賃表を策定

運賃と料金の考え方 ⇒ 高速道路料金やフェリー料金等については運賃と別に収受

基本的な策定方針

適正な原価・利潤の確保

今後は、標準的な運賃を実勢運賃に反映させていくことが重要 33



平成30年改正後の貨物自動車運送事業法の目的である取引環境適正化の実現に向け、
標準的な運賃を令和２年４月に告示したところ、この浸透状況を含む労働実態等について
調査・検討を行う。
普及が十分でない地域について、重点的な普及活動を行っていく。
運送事業者と荷主が、公平な立場で、運賃交渉に臨むよう促していく。

標準的な運賃の普及に向けた今後の取組

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

＋労働実態調査（時間外労働時間等）など

●これまでの普及策の効果検討

●課題抽出（例：周知・浸透の良し悪し、荷主理解）

●経営状況の振り返り・分析を促進

・ドライバー人件費 ・車両の更新費用
・実車率 ・保険料 ・適正利潤

●運賃交渉の障壁解消

・荷主の理解

届出に至るまでの過程を改善
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【リーフレットの主な内容】

標準的な運賃の主旨・目的

標準的な運賃の概要

【トラック事業者向け】標準的な運賃の活用促進に向けた解説書

標準的な運賃の浸透に向けて

トラック事業者向けに、標準的な運賃の主旨・目的から、実際の活用にあたって必要

な諸手続までわかりやすくまとめた解説書を（公社）全日本トラック協会と共同で作成

本解説書を使用した事業者向け説明会を全国で実施（令和２年８月～１２月）

荷主向けに、標準的な運賃の概要についてわかりやすくまとめたリーフレットを（公

社）全日本トラック協会と共同で作成

令和２年１２月に、リーフレットを荷主約４６,０００者に送付

今後は、 （公社）全日本トラック協会と連携し、標準的な運賃セミナー(基礎編・
応用編)を全国で開催し、一層の理解促進を図っていく。

今後は、引き続き荷主向けリーフレットを活用しつつ、積極的に荷主参加会議に
おいて、理解促進を図っていく。

【荷主向け】標準的な運賃の活用促進に向けたリーフレット

【解説書の主な内容】

標準的な運賃の主旨・目的

標準的な運賃の活用に係る諸手続

運賃料金適用方の解説
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荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン
（加工食品、飲料・酒、建設資材、紙・パルプ（洋紙板紙・家庭紙）物流編）について

１．ガイドライン策定の経緯
• トラック運送業においては、ドライバー不足が大きな課題となっており、トラッ

ク運送事業者、発着荷主等の関係者が連携して、取引慣行上の課題も含めてサプ
ライチェーン全体で解決を図っていくことが必要。

• 一方、個々の輸送品目ごとに抱える課題や特性に違いがあるところであり、輸送
品目別に検討を行うことが効果的。

• このため、荷待ち件数が特に多い加工食品、建設資材、紙・パルプの各分野の物
流について、課題の抽出を図るとともに、トラック運送事業者及び発着荷主が参
画して長時間労働の改善を図るため懇談会等を設置。懇談会等の検討の成果とし
てガイドラインを策定。

２．ガイドラインの構成

【まえがき】
• ガイドライン策定の経緯とトラック運送事業の現状

（１）今後のトラック運送事業の見通し、（２）トラック運送事業を取り巻く制度面の変遷、
（３）トラック運送事業の健全な発展に向けて

【本編】
• 輸送品目別物流における現状・課題、解決の方向性の整理
• 取引環境と長時間労働の改善に向けた具体的な取組み事例等

【あとがき】
• 輸送品目別物流における今後の取組みの方向性

加工食品、飲料・酒物流編

紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編

建設資材物流編

紙・パルプ(家庭紙分野)物流編
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品目 主な課題 解決方策 今後の取組の方向性

加工食品、
飲料・酒

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000230.html

• 「１／３ルール」、年月日表示の賞味期限
等業界特有の慣習が存在

• 多種多様な製品サイズが存在
• 飲料における夏期の物流波動
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業
⇒長時間にわたる荷役作業

• 賞味期限の年月表示化等による仕分け
作業等の効率化

• ＡＳＮやQRコード等の活用による伝票情
報等の電子化

• 附帯作業の見える化
• パレットサイズや外装サイズの統一、外

装表示の標準化

• 事前出荷情報の提供と伝票情報の電子化
の組み合わせ等によるノー検品の実現

• 附帯作業の軽減

• 物流標準化アクションプランに沿った標準
化の取組の推進

建設資材 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000216.html

• 天候や道路事情等により計画どおりに搬
出入が進まないことが日常的

⇒トラックの荷待ちへの関心が薄い

• 多種多様な製品を邸別に仕分け
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業

• 工事現場での事前の段取りをデジタル化
したうえで「見える化」&「精緻化」し、関係
者の円滑な情報共有を推進

• 運送と荷役の分離の推進
• 複数のユーザーが一貫して活用できる標

準コードを導入し、入出荷検品を目視から
電子化

• 元請業者による物流へのマネジメントの強
化

• 伝票情報や物流情報を現場が容易にアク
セスできる環境整備を促進

紙・パルプ
（洋紙・板紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000214.html

• 製品での差別化ができず、不十分なリー
ドタイムや少量多頻度納品、附帯作業等
の差別化による受注競争の商習慣が定
着

⇒低積載率での運行
⇒附帯作業の実施による長時間労働

• 発着荷主を含めた関係者間で十分な協
議を行い、リードタイムや少量多頻度納品
の緩和、平準化、附帯作業の軽減等の対
策を実施

• 発注者の製造計画等を関係者で共有化・
見える化する取り組みを推進

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 共同保管・共同輸送の実現に向けた取組
みの推進

• 荷役の機械化を推進

紙・パルプ
（家庭紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000215.html

• 製品単価が安価であるため、パレット化
のための投資が進まない

⇒手荷役による長時間労働

• 製品が安価かつ嵩張るため、小売りの物
流センターでは取り扱われず、かつ、小売
店舗での保管も困難

⇒家庭紙のみを少量多頻度で毎日納品

• 発着荷主の連携によるパレット化

• 物流負荷を軽減させるコンパクト製品の
切替

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 「手積み手卸しの解消」を共通認識に、パ
レット化の早急な促進

• 消費者へ製品メリットの積極的な周知を行
うなど、コンパクト製品の普及促進

品目別各ガイドラインの概要
（令和２年５月２９日公表、令和3年4月27日「加工食品」を「加工食品、飲料・酒」に改訂）
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トラック輸送の将来の担い手を確保するためには、職業として
の運転者の魅力を高めることが必要。

人材が得られなければ、物流は停滞し、国民生活や産業活動
にも影響。

運転者不足が深刻な中で、必要な物流の確保と､長時間労働
の是正等の働き方改革を両立することは容易ではない。

だからこそ、サプライチェーンの関係者が連携し、少しでも早く、
具体的な物流の改善に取り組むことが必要。

ドライバーの労働環境改善

ドライバーの地位向上 （エッセンシャルワーカーとしての社会的認知など）

「ホワイト物流」推進運動の背景
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7

自主行動宣言 重点項目

推奨項目分類別の宣言件数 (令和3年3月時点)

51%

12%
6%

17%

14%
Ａ 運送内容の見直し

Ｂ 運送契約の方法

Ｃ 運送契約の相手方の選定

D 安全の確保

E その他

長時間労働是正に結び付く「運送内容

の見直し」が半数を占めており、契約に

関わる推奨項目の宣言をしている件数

は18％であり、非常に低い状況。

従来のホワイト物流自主行動宣言の推奨項目の裾野を広げるなど、より広範な
事項が宣言を可能とするものと知ってもらう。特に以下の４項目は重点項目として
一層推進する。

〇 荷待ち対策ガイドラインを参考とした取り組み

〇 パレット化の推進

〇 標準的な運賃

〇 送料無料表記の撤廃

（ 参考 ）
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「ホワイト物流」推進運動に関する主な取組状況

平成３１年３月末、令和２年３月末、上場会社
等（約６，３００社）に参加要請文を送付

１，２１３社が自主行動宣言を提出

（令和３年４月末日現在）

自主行動宣言

「徳光＆木佐の知
りたいニッポン！」
（BS・TBS）
６月２日・９日

放送

政府広報（随時）

アジア・シームレス物流
フォーラム2019東京
パネルディスカッション
「ホワイト物流」

全都道府県での説明会、日本商工会議所等の団
体での説明会・講演会等を実施
事業者の取組事例等を紹介するセミナーを開催

講演会・セミナー（平成３１年４月～）ポータルサイトの開設（平成３１年４月～）

「ホワイト物流」推進運動の解説・周知

自主行動宣言の受付、賛同企業の公表

動画の掲載等、内容を充実

「ホワイト物流」推進運動の解説・周知
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トラック運送事業の取引環境適正化に向けたセミナーの開催

昨年１２月１０日、１７日の２日間でトラック運送事業の取引環境適正化に向け、荷主やトラック運
送事業者が物流改善の取組を進めるためのノウハウなどを提供することを目的とした「「ホワイト物
流」推進運動セミナー」をオンライン形式で開催。２日間で約1,500名が参加。
今年度も、１０月以降、オンライン形式にて実施する方向で調整中。

プログラム（昨年度）

第１回 １２月１０日（木）
・「ホワイト物流」推進運動とは（動画）

～「ホワイト物流」推進運動のご紹介～
・ 「ホワイト物流」推進運動の取組事例について

～「自主行動宣言」提出企業における各種取組事例の紹介～
講師：株式会社日通総合研究所主席研究員 金澤 匡晃

・ トラック運送業の取引の適正化
～トラック運送業の取引環境適正化に向けた各種取組の紹介～
講師：国土交通省自動車局貨物課長 伊地知 英己

第２回 １２月１７日（木）
・「ホワイト物流」推進運動とは（動画）

～「ホワイト物流」推進運動のご紹介～
・ 「ホワイト物流」推進運動の取組事例について①

～「自主行動宣言」提出企業における各種取組事例の紹介～
講師：ハウス食品株式会社 生産・ＳＣＭ本部ＳＣＭ部長 松澤 新

・ 「ホワイト物流」推進運動の取組事例について②
～「自主行動宣言」提出企業における各種取組事例の紹介～
講師：サントリーロジスティクス株式会社 上級執行役員 保木本 英人

※令和元年度は全国10ヵ所（札幌、仙台、東京、新潟、名古屋、大阪、広島、高松、福岡、
那覇）で開催。全会場で約600名が参加。

9

紹介取組事例（昨年度）

【リードタイムの延長】（ハウス食品㈱）

【荷役作業時の安全対策】（ｻﾝﾄﾘｰﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ㈱）

出所）㈱ユピテル ホーム
ページ

車輌不足対策、働き方改革関連法による残業上限対
応、深夜・早朝作業の日中シフト化を目的として受注
確定翌日納品を翌々日納品に変更

平面３６０°全方位カメラ約２００台のフォークリフトに搭
載、事故の検証用に加え、日々の安心・安全操作の指導
教育に活用
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＜申請者＞
バス（乗合、貸切）事業者
タクシー事業者
トラック事業者
※ 法人単位（都道府県単位での申請も可能）

＜申請方法＞
認証実施団体である「一般財団法人 日本海事協会

（ＣｌａｓｓＮＫ）」が受付、審査及び認証手続きを実施。

※ 書類確認、審査委員会による審査の上、認証を実施。
※ インターネットによる電子申請（郵送による申請も可）
※ 関係書類の保存義務、無作為抽出での事後確認あり。

＜料金＞
審査料： ５万円（税別）／１申請あたり
（インターネットにより電子申請の場合、３万円（税別）に割引）

登録料： ６万円（税別） ／１申請あたり

＜申請受付期間＞
令和３年７月21日～９月21日
※ 令和４年２月21日に日本海事協会のHPで認証事業者を公表予定。

＜認証結果等の活用＞
厚生労働省と連携し、ハローワークにおける求人票

への記載や、認証事業者と求職者のマッチング支援を
予定。また、求人エージェントと連携し、先進的な取組

みを広く発信予定。

自動車運送事業のための「働きやすい職場認証制度」 の概要
（正式名称：「運転者職場環境良好度認証制度」）

評価制度の創設により、職場環境改善に向けた各事業者の取り組みを「見える化」。求職
者のイメージ刷新を図り、運転者への就職を促す。また、更なる改善取り組みを促すことで、
より働きやすい労働環境の実現や安定的な人材の確保を図る。

＜認証の審査要件＞

中小事業者による申請を容易にし、取組み
の円滑な浸透、普及を図る観点から、

① 法令遵守等
② 労働時間・休日
③ 心身の健康
④ 安心・安定
⑤ 多様な人材の確保・育成

の５分野について、基本的な取組要件を満た
せば、認証を取得可能。

併せて、自主的、先進的な取組みを参考点
として点数化。
※ 参考点は、翌年度以降の制度設計に向けた検討材料
としても活用。
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大雪等の異常気象時における荷主への周知・連絡体制の構築

異常気象等を理由に貨物運送の運行経路の変更や運行中止等を行う場合には荷主の理解が不可欠であ
り、荷主所管省庁である経済産業省や農林水産省と連携し、荷主に対して以下の体制により情報の周知
や要請を行っている。

１．季節的な周知・要請

〇降積雪期や出水期を迎える前に、降積雪期等における注意事項に関する文書を発出。

２．緊急的な周知・要請

①大雪や大雨などの予報・警報を超える異常気象の予測に基づき気象庁が緊急発表を行う場合や、
高速道路・幹線国道の通行止め情報などを事前に入手した場合には、関係省庁を経由して荷主団
体等へ情報提供を実施するとともに、運行経路の変更、運行の中止等を認めるなど柔軟な対応を
要請。

②予め運送に支障を来すことが予想される場合には、在庫の積み増しや、運行可能域内での物資の
融通を行うよう要請。

【周知・要請体制】

国土交通省
中央協議会(※)委員
所管荷主団体等

経済産業省
農林水産省

荷主企業など
の傘下企業

連携

情報提供

周知・
要請

情報提供

周知

情報提供

※運送事業者や荷主団体（経団連や日商など）、
関係省庁等により構成され、主に自動車局
貨物課が運営する会議体 1313



台風等の異常気象時における輸送の目安の設定

昨今の台風等異常気象時において、トラック運送事業者が輸送の安全を確保することが困難な状況下
で荷主が輸送を強要し、トラックが横転や水没するような事態が生じている。

このような状況を受け、(公社)全日本トラック協会より、異常気象時に輸送の拒絶や中止することが
可能となるような基準を策定するよう要請があり、令和２年２月２８日付けで通達を発出。

【通達の概要等】

気象庁が作成する風速や雨量により車両等へ与える影響度合いを示す資料等を基に、気象状況に
応じた輸送可否の判断を行うための目安を提示。

荷主団体に対して、輸送の安全の確保が困難な状況下での輸送依頼を抑制するよう、傘下会員へ
の周知を依頼。

＜異常気象時に輸送する際の目安＞ ＜気象庁作成の資料＞

※ 輸送を中止しないことを理由に直ちに行政処分を行うものではないが、国土交通省が実施する監査において、輸送の安全を確保するための措置を適切に講じ
ずに輸送したことが確認された場合には、「貨物自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について（平成２１年９月２９日付け国自安第７３号、国自貨第
７７号、国自整第６７号）」に基づき行政処分を行う。

気象状況 雨の強さ等 気象庁が示す車両への影響 輸送の目安※

降雨時

２０～３０mm/h ワイパーを速くしても見づらい
輸送の安全を確保するための措置を
講じる必要

３０～５０mm/h 高速走行時、車輪と路面の間に水膜が生じブレーキが効か
なくなる（ハイドロプレーニング現象）

輸送を中止することも検討するべき

５０mm/h以上 車の運転は危険 輸送することは適切ではない

暴風時

１０～１５m/s 道路の吹き流しの角度が水平になり、高速運転中では横風
に流される感覚を受ける 輸送の安全を確保するための措置を

講じる必要

１５～２０m/s 高速運転中では、横風に流される感覚が大きくなる

２０～３０m/s 通常の速度で運転するのが困難になる 輸送を中止することも検討するべき

３０m/s以上 走行中のトラックが横転する 輸送することは適切ではない

降雪時 大雪注意報が発表されているときは必要な措置を講じるべき

視界不良 (濃霧・
風雪等)時 視界が概ね２０ｍ以下であるときは輸送を中止することも検討するべき

警報発表時 輸送の安全を確保するための措置を講じた上、輸送の可否を判断するべき

【別表】異常気象時における措置の目安
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気象情報や道路情報等の入手先

気象情報や道路情報等： https://jta.or.jp/member/anzen/snow.html（全ト協ＨＰ）

高速道路のＳＡ・ＰＡ内施設情報等： https://jta.or.jp/member/bath.html（全ト協ＨＰ）
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法附則第１条の２第２項に基づく荷主に対する働きかけのフロー

国土交通省 関係行政機関

荷主情報を提供・共有
法附則第１条の２第１項・第６項

地方支分部局等からの荷主に関する情報

働きかけ

要請

勧告・公表

公
正
取
引
委
員
会

法附則第１条の２第７項

法附則
第１条の２第２項

法附則
第１条の２第３項

法附則
第１条の２第４項

・第５項

違反原因行為（※）を荷主がしてい
る疑いがあると認める場合

荷主への疑いに相当な理由がある場合

要請してもなお改善されない場合

独占禁止法の不公正な取引
方法に該当すると疑うに足り
る事実を把握した場合

荷主への疑いに相当な理由がある場合
（働きかけを行わずに要請を行う場合もあり）

「法」：貨物自動車運送事業法

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し理解を得るための働きかけを実施

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し要請を実施

国土交通省が関係行政機関と協力して
荷主に対し勧告を実施

（※）トラック事業者が法又は法に基づく命令に違反
する原因となるおそれのある行為をいう。
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働きかけ 要 請

独占禁止法違反の疑いがある場合は公正取引委員会へ通知

国交省ＨＰ：意見等の募集窓口荷主への働きかけのフロー

勧告・公表

荷主に対する働きかけの施行状況について(荷主対策の深度化関係)

・ 制度改正について荷主・運送事業者向けに関係省庁連名で周知。違反原因行為に該当し得る行為を例示。

【例】・荷主都合による長時間の荷待時間を恒常的に発生させているような行為（過労運転を招くおそれ）

・異常気象時など、安全な運行が困難な状況で運送を強要する行為（輸送の安全確保義務違反を招くおそれ）

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

・ 国交省ＨＰにおいて設置した意見等の募集窓口等を活用。荷主の行為について、幅広く情報収集。

収集した情報に基づき、関係行政機関と連携して、荷主への働きかけを実施。

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

＜投稿で寄せられている主な項目＞

・ （恒常的な）長時間の荷待ち

・ 拘束時間超過

・ 過積載

・ 無理な配送依頼

・ 依頼になかった附帯業務

・ 異常気象時の運行強要

・ その他

意見等の募集窓口等への投稿内容
（貨物自動者運送事業法等違反の疑いに関するもの）

53.8%
20.5%

10.3%

7.7%
5.1% 2.6%

長時間の荷待ち

過積載

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象

依頼になかった附帯業務

荷主企業等に行った配慮依頼
（違反原因行為の割合）

※令和２年度末時点

QRコード
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（参考）周知サイト等

●「『ホワイト物流』推進運動ポータルサイト」
URL https://white-logistics-movement.jp/

※R3.10.8～R4.3.9の日程で下記セミナー（６回）開催予定
「ホワイト物流」推進運動セミナー
～物流生産性向上に向け荷主企業が推進する取組とは～

●輸送・荷待ち・荷役などに関する輸送実態把握のための意見等の募集
窓口
URL https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000043.html

国土交通省

厚生労働省

●トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト
URL https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/
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お申込み

４．取組事例の発表 講演企業詳細は
裏面をご覧ください

３．物流効率化への取組み
～荷主だからできること、取り組んで欲しいこと～

富士通総研

１． 「ホワイト物流」推進運動の紹介

セミナープログラム(予定) 主催者：国土交通省

インターネットでのお申込みとなります

ご不明な点がございましたら、下記お問い合わせ窓口に、ご連絡下さい。

事務局： 株式会社 富士通総研

担当者：沖原 亀廼井(かめのい) 田村
電 話：03-6424-6754
メール： fri-white-logi@dl.jp.fujitsu.com

「ホワイト物流」推進運動のホームページから、お1人ずつお申込みください。
●お申込みURL：
https://white-logistics-movement.jp/archives/join_20210816/

お申込みの流れ
①「セミナー申込」ボタンを押して下さい。
②申し込みページに、希望するセミナー日程、必要事項を入力し、
「送信ボタン」を押して下さい。

③入力いただいたメールアドレス宛に、参加受付メールを送信いたします。
※メールが届かない場合は、下記事務局宛、お問合せ下さい。

注1：お申込みは、定員に達し次第、締切りをさせて頂きます。なお締切り状況は、ホームページにてご確認下さい。
注2：ご不明な点がある場合は、下記事務局宛、お問合せ下さい。

「ホワイト物流」推進運動は、トラック運転者不足が深刻になっていることに対応し、国民生活や産業活動に
必要な物流を安定的に確保するとともに、経済の成長に役立つことを目的としています。

この「ホワイト物流」推進運動の周知及び取組みを促進するため、オンラインセミナーを開催します。

今年度のセミナーでは、物流改革の重要な役割を担う荷主企業向けに、物流改革に向けた荷主の役割・期
待について、取組み内容や事例を含めて解説します。
また、「ホワイト物流」推進運動に取組まれている事業者の方に、苦労談も交え事例発表いただきます。
ぜひ ご参加ください。 [開催日、講演企業詳細は、裏面参照]

「ホワイト物流」推進運動 セミナー
～物流生産性向上に向け荷主企業が推進する取組とは～

※セミナープログラム終了後、質疑応答を行う時間を15分程度設けます。

最近の物流政策等について発表。

物流改革に取り組まれた事業者が、実施内容と成果・苦労談を発表。

２．最近の物流政策について（仮） 国土交通省

●注意事項：

【事前申込制】 【参加費無料】 【オンライン開催(zoom)】

参加方法などは、セミナー開催日前日までに、受講者の方へご案内いたします

https://white-logistics-movement.jp/archives/join_20210816/


●開始30分前より、オンラインセミナー会場へお入りいただけます。
●参加方法などは、セミナー開催日前日までに、受講者の方へご案内いたします

セミナー日程と講演企業詳細

●検品レスの拡大による物流効率化の推進
加藤産業株式会社

●自動化・省人化への取組みと”はこぶ”プラットフォームの
創造

トランコム株式会社

第2回
令和３年11月10日（水）

13:00～15:55 
12:30 会場オープン

●段ボール輸送における物流改善について
レンゴー株式会社

●当組合が取組んだ「物流改革」について
つばさトラック事業協同組合

第3回
令和３年12月8日（水）

13:00～15:55
12:30 会場オープン

●青果・花きにおける物流生産性向上への取組み
熊本交通運輸株式会社

●みんなでつながる、新しい物流のカタチ
-社会課題の解決に向けたNLJの取組み-

NEXT Logistics Japan 株式会社

第4回
令和4年1月19日（水）

13:00～15:55 
12:30 会場オープン

第1回
令和３年10月8日（金）

13:00～15:55
12:30 会場オープン

●サステナブルな物流体制の構築へ
大王製紙株式会社

●当組合が取組んだ「物流改革」について
つばさトラック事業協同組合

●調整中
アサヒビール株式会社

●自動化・省人化への取組みと”はこぶ”プラットフォー
ムの創造

トランコム株式会社

第5回
令和4年2月9日（水）

13:00～15:55 
12:30 会場オープン

●北海道地区モーダルシフトによる持続可能な物流の
実現 株式会社ホンダアクセス

●みんなでつながる、新しい物流のカタチ
-社会課題の解決に向けたNLJの取組み-

NEXT Logistics Japan 株式会社

第6回
令和4年3月9日（水）

13:00～15:55 
12:30 会場オープン

「ホワイト物流」推進運動
公式Twitter
@whitelogi

物流生産性向上に向けた取組を行い、
実感した効果、感動した体験のツイートを募集中
#ホワイト物流推進運動 をつけてツイートしてください。




